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組合でも運転者に対しては他作業員と差をつけて労賃の

支払を行なっている。

4・組合員以外の雇傭

今回調査を行なった組合のうち配管式では組合員以外

の雇傭は全くみちず，SS共防の1組合に雇僻がみられ

た。運転操作は組合員で出来るが，機械の知識に乏しく

第5表　出　役　労　賃　の　状　況

組合名

配
管
式

1度エソジソを焼いたことから，機械整備を機械経験者

に依存しているのがみられた。この場合には，機械の使

用前後に雇傭する方法をとっている。

5．労働報酬の算出方法

各共同防除組合における賃銀は第5表に示すとおりで

ある。配管式の場合は1日8時間労働として550～650
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円で，女の場合は男より50円安となっている。農繁期に

は10～20％増している。また1日8時間以上の超過勤務

に対しては8分の1の超過勤務労賃を支払っている。S

S組合の場合には運転手（免許所持者）に対しては750

～1，000乱その他の作業員は500～800円となってい

る。これらの賃銀の決定は附近農家の他作業労賃と比較

し，農業協同組合農作業協定賃金などを参考にしてい

る。

共防役員に対する報酬は出している組合と出さない組

合があってまちまちである。企業的立場からみて当然支

払うべきであろう。自分達の組合と云うことで報酬を全

く考えない共防もあるが．今後の共防運営の面から適正

な報酬を検討する必要がある。

4　む　　す　　び

果樹共同防除組合における労力事情について調査を行

なったが，現在のところ，本県の果樹共同防除組合では

労力に不足を釆たし．運営が困掛こなっているところは

みられなかった。今後労力事情が悪くなると思われるの

で，それに対する方策を確立しておかねばならない。

東京市場から見た本県園芸特産物の位置

－市場出廻量からみた動向分析－

清　　野　　栄　　司

（福島県負託）

1ま　え　が　き

近年における農業生産物のうちで，特に園芸特産物の

商品生産化は質，量ともに著しい伸長をみせている。こ

れは結嵐国民の食生活の向上による需要の増大に伴い

商業的農業への進展がなされると同時に，生産技術の進

歩による良質多収化と道路交通等，立地条件の好転によ

ってもたらされたものである。このことはかって市場立

地からみて遠隔にあった地帯にもそ菜産地化の条件付与

となり，次第にそ菜供給圏の拡大をみている。
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江　○新興そ菜地帯

⑳高冷地新興そ菜地帯

□従来からのそ菜産地

区従来からのそ菜産地であるが粗牧的なもの
△従来からの産地であるが比較的新しく集約化した

もの

㊧特殊作物集約化地帯
「主産地形成を軸とする福島県農業振興の方向」

＝昭39＝

第1園　東京を中心とすそる菜供給圏略図

その動きをみると，東京を中心として従来の千葉，茨

城，栃木，群馬，埼五神奈川の各県から，さらに東京

第1表　県　内　そ　菜　生　産　の　推　移

市場から200加～250血の遠隔地帯の福島，長野，山梨

静岡県までおよんでいる。これら遠隔地帯の産地拡大の

契機となったのは昭和35年以降の急激な需要増大による

もので，今後はこれら各県の産地化はますます進むであ

ろうことが予想される。

これら遠隔地帯のなかで，本県は東北の南端にあり，

しかも東京市場に近く，かつそ菜生産に適応した自然的

条件と交通条件に恵まれているので，東京市場に対して

は近郊的産地としての発展が期待されるわけである。本

稿では，このような観点から，1～2の品目を除いては

比較的新興産地である本県そ菜が，東京市場においてど

のような市場性を有するのかを，主として市場での動き

から明らかにしようとした。そのため最近数カ年の東京

中央卸売市場の資料をもとにして検討し，消費動向に合

致した計画生産，出荷対策の資にしようとしたものであ

る。

2　最近のそ菜需給の動向

本県そ菜の延作付面積は昭和38年度で38，060たαで，30

年度の27，797あ丘に比べて137％の増反となる。これは畑

地利用面領の約34％をしめるもので，生産量は667千ト

ン．その金額は80億円に達している。また，かっては大

部分が自給的生産構造を示したが，最近は商品化率も高

まり，38年度は30％を上廻っている。38年度の総販売量

は約180千トソで生産量の約30％をしめ，販売執ま35億

円前後である。出荷先からみるといまだ県内需要が多

く，県外へは総販売量の20％程度にすぎないが，その出

荷先は1，2の品目を除いては東京市場が大部分を占め

ている。

栽培面積を塀別してみると，38年度で最も多いのが馬

鈴薯で全体の27．3％を占め，次いで菓茎葉塀24・4％，根

単位（如）
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菜頸14・0％，青果用豆類10．7％，果菜類9．2％で，中心

となるのは馬鈴薯，葉茎葉類である。第1表は過去9カ

年の作付面積を隔年ごとに示したものである。その推移

をみると馬鈴薯・だいこん・はくさいは高位にあるが，

作付伸び率からみると，きうり・いんげん・ねぎが高い

第2表　東京市場の全国入荷量

水準で伸長し，数字にあらわれないが，トマト・かんら

ん，玉ねぎがこれについで増反されている。一方さとい

も，なす・かぼちゃ・ごぼう・つけな等は最近の消費構

造の変化が反映して年々減反傾向を示している。

次に，東京市場における最近9年間の入荷傾向の順位

単位（ton）

注　東京中央卸売市場月報より

をみると．最も増加したのはかんらん，とまと，にんじ

ん，はくさい，きうり，たまねぎ等で，表に入らないが

いちご，いんげん等の急増もあり，最近の消費傾向が果

菜類など質的なものに移行していることがうかがわれ

第3表　県産そ菜の東京市場入荷量
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日のうち，38年度にはそのうち4品日が交代している。

それはとまと・いんげん・たまねぎ・だいこんで，伸長

率からはきうきり・いんげん・えだまめは20倍以上た

まねぎは10倍，はくさい・ねぎ・えんどうは2倍以上と

なっている。

3　本県そ菜の市場性

次に第3蓑でみたそ菜の市場性についてみよう。まず

第4表は本県のそ菜出荷期が第1図にある各県との出荷

期といかに凍合しているかをみたものであるが，はれい

し上・はくさい，とうもろこし等を除いてはいずれも本

県出荷最盛期と競合している。市場において有利な価格
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を得るには，まず市場占有の割合が高いか，または「は

しり」の時期をえらんで祝争をさけるかであろうが，本

県の場合はいんげん，えんどう，いちご，ピース，とう

もろこし等のように埼亙茨城，千鼠静岡，栃木とい

った旗争県の出荷最盛期の前後をねらった出荷が多い。

こうした傾向は生産時期の差はもっても新興産地が新た

に先進産地に伍してゆく場合のごく普遍的なことで，他

産地にない特色を持つことは市場性を高める大きな要因

となる。

それではこれらの本県産品日が市場においてどのよう

な位置にあるのか，その動向を品目ごとの市場占有率，

市場分荷各市場緊密度（注）を指標に検討してみる。
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1 月 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 1 12 競 合 県

ばれい L J
宮城、埼玉

北海道

き　 う　 り ●
埼玉、茨城、

千葉

ト　 マ　 ト
栃木、長野、

山梨、茨城
●

い ／し　げ ／し
群馬、長野、

千葉

え　だ ま　め 埼玉

は　く　き　い

長野、群馬、

茨城、千葉

ね　　　 ぎ
千葉、埼玉、

茨城

え ん　ど　う 千葉、埼玉

い　 ち　 ご
栃木、埼玉、

静岡

ピ　 ー　　 ス 千葉、静岡
●

とうもろこし 栃木、茨城

第4図　　県内主要そ菜の出荷時期と競合県

第　5　表　　産県別市場分荷率の推移 単位（％）

第　6　表　　産県別市場占有の推移

江）これら給等を使った研究に河野敏明・田昆生子「農産

物の地域間需給構造」東北農試研究報告第29号がある○
市場占有率（

東京市場への県産別の入荷量

東京市場の全入荷量 ）の推移を
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みると，品目によって明らかに順調な伸びを示している

ものと，停滞ないし減少しているのがみられる。

市場分荷率（
東京市場への出荷量
各県別の全生産量 ）では・やはり最近

の需要増大によって各県とも極端な減少を示していると

ころは少ない。品目によって若干の違いがあるが，千其

第7表　産県別市場緊密度

県．茨城県では生産量の頭打ちがあるものとみられる。

次に市場・産地の結びつきの敬さを市場緊密度（

市場占有率×市場分荷率）によってみると第7表のと

おり．ばれいしょでは北海道に次いで福島．埼玉，宮城

県となる。北海道のごときは分荷率の低さからみて全国

的な市場対象となり．なお市場占有率も圧倒的である。

他のそ菜では千葉・茨城・埼玉県らがそれぞれ結びつき

は強いが．いんげん・きうり・えんどう等は本県がかな

りの線にあることが明らかであり，かつ年伸び率からみ

て安定した上昇を示している。

品目別に概観する。

1．ばれいしょ

北海道は通年出荷であるが，8・9月は少なく，本県

は8・9月に多く，この間の市場占有率は60～70％であ

る。分荷率では埼玉本県の出荷先は東京が多く，北海

道は全国的にわたり，かつ地場消費も多いことが市場緊

密度の差の小さいことからも判断できる。

2．いんげん

市場占有率，分荷率ともに千葉が高く．本県は2～3

位である。しかし出荷期からみると，本県の出荷時期が

最も遅いので今後の伸びが期待できる。

3．き　う　り

市場占有率は埼玉・茨城・千葉・福島県で分荷率も同

じ傾向にあるが，茨城・千乗・福島県の差は小さい。埼

玉，茨城は占有率は高いが分荷率は低いところからみて

市場緊密度は高くても，なお全国的な大産地とみてよい

であろう。

4．と　ま　と

かんらんに次いで伸びが著しく，とくに山梨・栃木県

は市場緊密度は高い。生産技術，労力等かなり必要と

し，耐輸送性からみて遠隔地輸送に困難があるが，山梨

県は6月～10月にかけて市場占有率は高い。

5．はくさい

生産量．価格変動の激しいそ菜であるが，茨城県・群

馬県は市場占有率も年々安定しており，分荷率も高い。

33年以降，各県の生産増減は激しく，その動努をつかむ

ことがむずかしいようである。

6．ね　　ぎ

はくさいと同様，本県の生産量は少なく，埼玉・千葉

県に比べると著しく低い。出荷期でもこれらの産県との

競合が激しい。

7．えんどう

千葉県が緊密虔高く，次いで静岡・福島県であるが，

本県の出荷時期はこれらの各県の最盛期後にあるので，

今後もかなりの出荷が望める。

以上本県のそ菜が東京市場における位置について．か

いつまんで検討をしたので要約する。

4　む　　す　　ぴ

1・本県の出荷動向からみると限られたそ菜ではあるが

市場占有率，分荷率ともにまだかなり低いが，年々の伸

びは順調であり，将来東京市場に占める位置は高まるこ

とが予想される。

2・市場入荷品日で，入荷軍政量の多い主なそ菜ははく

さい・だいこん・馬鈴薯等であり，これらの需給状態か
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らみて大衆そ菜とみることができるが，いんげん・とま

と，えんどう等は最近の急激な需要増大の懐向からみる

と新興そ菜であり，質的にも消費の交代が強い。

3．最近のそ菜の需要増と交通立地の好転によって供

給圏の拡大がなされているが，依然として輸送制約のあ

る生鮮そ菜は距離の近いところに利点がある。本県のそ

菜は将来とも有望であり，発展させなければならない。

そこできゅうり・とまと・いんげん・えんどう等，市場

での銘柄として認められる品目を中心に出荷動乱特長

をみると，

はれいしょ：本県産は北海道産の出廻る前の8・9・

10月が有利で，この間の重点出荷が望ましい。

はくさい：出荷期は9・10月の早出しがよいが，茨城

県との淡争が激しい。

とまと：出荷期で競合するのは栃木・長野県であり．

抑制栽培による出荷調整も必要であろう。

きうり‥出荷の伸びている品目であるが，埼玉・茨

城県と奴合するので，晩出しの8・9月が有利である。

いんげん：高冷地そ菜の代表的なもので，9月は市場

性も高いが，まず荷口を広げることが先決である。

えんどう‥千葉県に次いで生産が多いが，競合を避け

るには干魚埼玉県の品薄期である6月出荷が有利であ

る。

ねぎ‥現在の市場に占める位置は低く，掛こ埼玉・千

葉県と競合が激しい。

えだまめ：9・10月の市場占有率は90％を占めるが，

10月は山梨県との統合がみられる。

4．以上過去数年間の本県園芸特産物のちで，そ菜

について検討したが，本県そ菜の市場性の高いのは果菜

類，青果用豆類であり，某茎葉類の伸びはそれ程でな

い。しかし東京近郊園芸地帯の産地移動は今後の社会情

勢によってかなり動くと思われるので，大局的立場にあ

って配慮することが必要である。

若　雌　牛　の　野　外　育　成　試　験

三浦　由雄・佐藤　彰芳・村松　　緑

（岩手県苔試）

1ま　え　が　き

最近乳牛も協業や個人による多頭飼育飼養が見うけら

れるようになって来たが，酪良経営の大きな問題の一つ

として仔牛育成の問題があり．現段階での育成技術は必

ずしも当を得たものがなく大きな陸路となっている。こ

のような見地から仔牛育成の体系的な技術確立を追究す

るた軋仔牛集団育成による育成費のコスト軽減や施設

の検討をもあわせながらこの試験を計画した。

今回は許一段階として冬季における畜舎の施設を検討

する手掛りを得るため，冬季間野外飼養時における発育

について調査し若干の知見を得たので報告する。

2　試　験　方　法

1．試験期間

予備試験：39年12月3日～12月16日（14日間），本試

験：39年12月17日～40年4月21日（126日間）

2．試験区分

試験区として野外区を．対照区として舎内区を設けて

実施した。野外区は落葉松防風林の一部を利用レミラ線

にて柵を設け（面積270汀ヂ），舎内区はルーズバーソ方

式による開放牛舎とし畜舎の前に木柵による運動場を設

け，舎内休息場にはゴムマットを敷き実施した。

3．供試牛

供託牛は当場産の仔牛を場慣行により飼育した生後21

～23カ月令のもので，39年5月から11月まで全放牧を実
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